
  
組合員、組合関係者の皆様へ 

 
 

令和5年度版 消防用設備等保守点検委託業務「保守点検料金 

積算基準（防火設備定期検査業務を含む）」の活用について 
  

 
1  組合では、共同受注活動の支援及びより一層の拡充を目的として、随時、消

防用設備等保守点検委託業務「保守点検料金積算基準（以下「積算基準」とい

う）」を作成し、主に組合員・組合関係者へ配布し活用を図ってきました。 
 
2  この度、前回（平成28年10月）作成・配布から７年が経過し、労務単価の引き

上げや関係制度の改正等もあり、組合員・組合関係者から「改定版」作成要望が

組合へ寄せられたため、令和5年度版 消防用設備等保守点検委託業務「保守点検

料金積算基準（防火設備定期検査業務を含む）」を作成し、第29回通常総会開催（令

和5年17日開催、発行は同年6月1日）に合わせ組合員・組合関係者へ冊子配布（総

会欠席者には郵送）したところです。 
 
3  また、令和5年8月1日（火）に組合事務所で開催した、積算基準のより一層の

活用をテーマとした「積算基準打合せ会」では、組合員・組合関係者へ「積算基

準」活用に関する「組合の基本的な考え方」を周知徹底する必要があるとのご意

見をいただきました。 
 
4  つきましては、「積算基準」活用に関する「組合の基本的な考え方」は次のと

おりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
今後とも、改定した「令和5年度版 保守点検料金積算基準（防火設備定期検査業

務を含む）」の普及及び活用の拡大を図り、消防用設備等の「適正な保守点検」を通

じて「火災予防の推進」に貢献し寄与していきます。裏面に、「積算基準」冊子刊

行の趣旨を掲載してありますので、引き続きご理解、連携をお願いします。 

 

   令和 5年 8月 1日 

 

                                      官公需適格組合（中小企業庁認定） 

                       静岡県消防設備保守点検業協同組合 
                   
                             理事長 西 川 和 宏 

 
1 発注官庁へ提出する「予算確保等に関する資料（参考見積書など）」を幹事会社 

等が作成する場合は、「積算基準」を活用し、かつ参考とすることができる。但し、 

一般競争入札、指名競争入札、見積り合わせなど契約方式等による個別事情がある 

場合は、幹事会社等が活用・参考方法を検討し判断する。 
 
２ 発注官庁が実施する入札等に幹事会社等が参加していく場合は、「積算基準」を 

踏まえつつ、幹事会社等が「共同受注実現のための最善の方法」を判断し実施する。 
 
３ 組合が推進する、官民共通の「法令遵守事項を遵守した積算の仕組」の周知・活用 

に、全ての組合員・組合関係者は力を合わせて取り組んでいく。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

                                 令和 5 年 6 月 1 日 

             消防用設備等保守点検委託業務について 

1 はじめに 

近年、建築物の質的水準の高度化と大規模化等に伴い、保守管理における専門技術が、なお一層

必要となってきております。消防法第 17 条の 3 の 3 に規定する「消防用設備等の点検及び報告」に

関する委託業務は、まさに人命・財産と直結する重要な専門業務であり、業務の専門性については 同

条文で「消防設備士免状の交付を受けている者又は総務省令（総務大臣）が定める資格を有する者

に点検させ、・・・」と規定し、違反者には罰則規定を設けています。しかしながら、最近の激しい

価格競争の中で、労務単価を大幅に割り込んだ業者が無資格者に点検を行わせるなど保守点検業界

の質の低下が懸念されるところです。 
 

こうしたことから、私たち消防設備専門保守業者は、消防設備士、消防設備点検資格者を雇用・

育成し、常に技術の研鑚に努めるとともに、令和 5 年度建築保全業務労務単価で法令遵守の保守点

検を実施し発注者の信頼をいただくことで、安全・安心な地域づくりに貢献していくことが業界の

使命だと考えております。 
 

当協同組合は、経済産業省（中小企業庁）が認定した「消防用設備等の保守点業務を行う県内唯

一の官公需適格組合」として、契約条項に則 (のっと)り、原則再委託禁止、有資格者（各組合員が

雇用する）点検、適正な試験器具等使用など法令遵守事項を遵守して、官公庁から発注された保守

点検業務を実施しています。 
 

このたび、共同受注する消防用設備等保守点検業務の「質の確保」と「点検料金の積算根拠を明

確化」する為、平成 28 年 10 月に組合が作成した「平成 28 年度版点検料金積算基準（防火設備定期

検査業務を含む）」を改定し「令和 5 年度版保守点検料金積算基準(同）」を刊行することにしました。 

今後とも、改定した「令和 5 年度版保守点検料金積算基準（防火設備定期検査業務を含む)」の普

及及び活用の拡大を図り、消防用設備等の「適正な保守点検」を通じて「火災予防の推進」に貢献

し寄与して参る所存でありますので、より一層のご理解、連携を賜りたくお願い申し上げます。 
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                               平成 28 年 10 月吉日 

             消防用設備等点検委託業務について 

1 はじめに 

近年、建築物の質的水準の高度化と大規模化等に伴い、保守管理における専門技術が、なお一層必

要となってきております。消防法第 17 条の 3 の 3 に規定する「消防用設備等の点検及び報告」に関す

る委託業務は、まさに人命・財産と直結する重要な専門業務であり、業務の専門性については 同条文

で「消防設備士免状の交付を受けている者又は総務大臣が定める資格を有する者に点検させ、・・・」

と規定し、違反者には罰則規定を設けています。特に、平成 19 年度には、消防庁より「点検は資機材

の搬送・足場の固定等の補助的な作業を除き、資格の有する者が行うこと」との通達も出されており

ます。私ども協同組合は、消防設備士・消防設備点検資格者を養成し、常に技術の研鑽に努め、全員

有資格者による点検を実現し、発注者の満足を頂くと共に安全な地域社会づくりに貢献していくこと

が使命と考えております。 
 
平成 28 年 6 月に新しく施行されました建築基準法第 12 条改正による「防火設備定期検査｣につきま

しても、当組合にて十分に対応出来るよう、新たに定められた「防火設備検査員資格｣の積極的な取得

に努めております。当協同組合は、関東経済産業局長から官公需適格組合証明書（物品納入等)を頂い

ており（平成 13 年 11 月 9日・関東振中第 8 号）、消防設備等点検業務の質の確保と点検料金の積算根

拠を明確化する為、建設保全業務積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修)を基礎とする「点検

料金積算基準」を作成してきております。 
 
今回、建築基準法の改正による「防火設備検査」項目を新設した平成 28 年度版を作成しました。今

後は、この基準に沿って、品質確保と保全業務費の適正化についての一層の努力をして参る所存であ

りますので、ご理解を頂きますようお願いします。 
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建通新聞の新聞記事（令和 5 年 6 月 9 日付）第 5 面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 静岡県議会 

（平成 30年 7月 10日全会一致で可決承認） 

      

                        平成 30年 7月 10日 

 

 

    衆議院議長  内閣総理大臣  消防庁長官 

 参議院議長  総 務 大 臣         あて 

 

                   静岡県議会議長 渥美 泰一 

 

       消防用設備等の保守点検業に係る業法の制定を求める意見書 

 

      平成２９年１２月のさいたま市の風俗ビル火災や平成 30年 1月の札幌市の 

      自立支援施設の火災など、多くの尊い人命を奪う火災は後を絶たない。 
  

    空気調和設備、電気設備等の建築設備や、警報設備、消火設備等の消防用設 

   備等が年々高度化・複雑化する中、火災による被害を最小限に食いとめるには、 

   火災が発生した際に、消防用設備等がその機能を確実に発揮することが重要で 

   あり、それには平時における適正な点検や必要な管理、修繕が不可欠である。 
 

    しかし、消防法において消防用設備等の点検実施及び消防署への結果報告に 

   係る規定はあるものの、消防法は消防用設備等の保守点検業に係るいわゆる業 

   法ではないことから、当該業界の所管行政庁はなく、業界を指導・監督する権 

   能もないため、無資格者による点検の実施や点検業務の質の低下が懸念されて 

   いる。 
 

          また、近年、消防用設備等の点検実施に必要な消防設備士などの有資格者の 

   高齢化や若年入職者の減少に伴う将来の担い手不足が懸念され、人材の確保が 

   喫緊の課題となっているが、国等が業法に基づいて担い手の育成や確保の支援 

   を行っている建設業界等とは異なり、当該業界に係る業法がないため、このよ 

   うな取り組みは一向に進んでいない状況にある。 
 

       よって国においては、国民の生命、身体及び財産を火災から守るため、消防 

  用設備等の適正な点検の実施と当該業界の担い手の育成や確保を目的とする消 

   防用設備等の保守点検業に係る業法を制定するよう強く要望する。 

  

   以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

静岡県庁本館 議会棟 

 


